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学⾧メッセージ 

 

本学は 1875 年（明治 8 年）に日本初の官立女子機関「東京女子師範学校」として設

立され、その後 145 年余の歴史を刻んでまいりました。学問を志す女性たちが全国から

集い、女性が高等教育を受け、社会で活躍することが困難であった時代から、女子教育

の先達として道を切り拓き、性別、年齢、人種、国籍、文化、宗教など異なる背景を持

つ多様な人々と互いの違いを認め合い尊重しながら、より良き社会の実現に寄与するこ

とを、本学の果たすべき役割として取り組んできました。師範学校という名が示すよう

に教員養成機関として設立されましたが、卒業生は教育者としてだけでなく優れた研究

者として、また経済や産業、報道など様々な分野のリーダーとして活躍しています。こ

れもひとえに皆様のご支援の賜物と感謝申し上げます。 

 この「事業・財務レポート」は、本学を支えてくださる皆様に向けて、本学の 2023

事業年度財務諸表の内容を分かりやすく説明したものです。また、財務情報だけでなく、

数字には表れてこない環境や社会といった非財務的な本学の活動についても説明して

おります。このレポートが、本学の取り組みとそれに関連する財務情報について、広く

ご理解いただくための一助になると幸いです。 

 

お茶の水女子大学⾧ 

佐々木 泰子 
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ミッション・ビジョン 

 

学ぶ意欲のあるすべての女性にとって、真摯な夢の実現の場として存在する。 

 

 国立大学法人お茶の水女子大学は、すべての女性がその年齢・国籍等にかかわりなく、個々

人の尊厳と権利が保障され、自身の学びを深化させ、自己の資質能力の開発に主体的にチャレン

ジすることを支援しています。 

第４期中期目標期間（2022 年度～2027 年度）においては、下記の 3 つをビジョンとして掲

げ、「グローバル女性リーダーの育成」に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．女性が活躍できる社会の実現 

・ジェンダード・イノベーション研究の推進 

・社会人女性のためのリカレント教育を推進 

・他大学のモデルとして、役職者の高い女性比率を維持 

◇ ダイバーシティインクルージョン実現のための社会貢献 

◇ 平和な社会の構築と文化の発展への貢献 

・アジア・アフリカ等の途上国女子教育支援 

２．総合知を持ち社会を革新する人材の養成 

◇ 教養知と専門知に実践知を結びつけた総合知を備えた人材を養成 

・総合知を獲得するためのコンピテンシーを育成 

・附属学校園との協働を通じて総合知育成モデルを探求 

◇ 工学知を持った女性リーダーの育成 

・工学と人文学・社会科学の知を協働させた共創工学部を令和 6 年度に設置 

３．持続可能な社会実現のための研究推進 

◇ 革新的な健康イノベーションの創出 

・「こころ」「からだ」「食」の面から、企業・研究機関等と連携し、先端研究拠点を形成 

◇ SDGs 教育・研究プログラムの推進 

・民間企業等と協奏し食やジェンダーに関する社会実装型研究を推進 

・SDGs 達成のために行動できる人材の養成 
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本学概要について 

(2024/5/1 現在) (2023 年度) 

学部 
文教育学部 
理学部 
生活科学部 
共創工学部 
合計 

 
大学院 

博士前期課程 
博士後期課程 
合計 

 

 
919 名 
554 名 
534 名 

53 名 
2,060 名 

 
 

534 名 
282 名 
816 名 

 学部 
文教育学部 
理学部 
生活科学部 
合計 

 
 
大学院 

博士前期課程 
博士後期課程 
合計 

 
225 名 
133 名 
129 名 
487 名 

 
 
 

202 名 
27 名 

229 名 

 

(2024/5/1 現在) 

教 員：342 名 
職員等：144 名 

 合 計：486 名 

(2024/5/1 現在) 

国際交流協定：33 ケ国・地域、94 大学 
外国人留学生：27 ケ国・地域、199 名 

 

(2024/5/1 現在) 

土地面積 136,113 ㎡ 
建物面積  33,968 ㎡（建面積） 

103,070 ㎡（延面積） 

(2024/5/1 現在) 

蔵書冊数 
図書：682,258 冊 
雑誌： 8,970 種 

(2024/5/1 現在) 

高等学校                         363 名 
中学校                           335 名 
小学校                           628 名 
幼稚園                           157 名 
いずみナーサリー                  10 名 
文京区立お茶の水女子大学こども園  93 名 

 

詳細については、お茶の水女子大学概要 2024 をご覧ください。 
Web ページ https://www.ocha.ac.jp/plaza/info/index.html 

学生数 卒業・修了者数 

国際交流 

教職員数 

附属図書館 

土地・建物 附属学校 
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１．執行部体制 
教育・研究・社会貢献等の機能を最大限発揮するために法人の長である学長を経営と教学の最終

責任者とし、学長を補佐するため理事５名を置き法人の業務を掌理するとともに、特定の重点事項
を担当する副学長3名を置いています。また法人の業務が適正に行われているかを監査するために
監事が置かれ、ガバナンス体制等を含めた監査を行っています。 
 
２．運営組織 

国立大学法人法に基づき、学長の意思決定を支える会議体として、「役員会」、「経営協議会」、
「教育研究評議会」を設置し、経営及び教育・研究等の重要事項について審議を行っています。また
「学長選考・監察会議」は、学長を選考（任命は文部科学大臣）するとともに、学長の中間評価・業
績評価によるチェック機能の役割も果たしています。国立大学法人法に基づく法定会議に加え、学
長のリーダーシップによる迅速な意思決定を可能とするため、学長・理事・副学長で構成する「学長
戦略機構会議」を置き、戦略的重点事項の審議を行うとともに、「部局長等連絡会」を開催し、執行
部と部局長等との意見交換や連絡調整を行っています。 

 
 

３．監査機能体制 
監事による監事監査、監査室による内部

監査及び会計監査人による監査の連携を図
り、教育・研究の質の向上や適正かつ合理
的・効率的な業務運営のための検証を行っ
ています。 
  

ガバナンス 
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想定しうるリスクに迅速かつ適切に対応するため、危機管理基本ガイドラインを策定し、危機管
理規則をはじめとする関連規則を整備しています。危機を未然に防止するためのリスク分析と対応
策の検討・実施を行うリスクマネジメント委員会及び危機発生時の収束に向けた緊急対応と被害抑
制を行う危機管理対策本部を設置するなど、危機管理のPDCAサイクル（図参照）が確立していま
す。  

 

  

リスク管理 
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１．研究活動上の不正行為防止への取組 
お茶の水女子大学では、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」（平

成 26 年 8 月 26 日文部科学大臣決定）を踏まえ、本学における研究活動に係る不正行為を防止
するため、責任体系の明確化、研究に求められる倫理規範の習得、研究資料の保存期間の制定
及び通報、相談窓口の設置などを行っております。 

 
研究活動不正防止規程において、本学

で行われる研究活動に対し、学長を最高
管理責任者、研究を担当する副学長を研
究コンプライアンス統括管理責任者、各
部局の長を研究コンプライアンス推進責
任者とした責任体制のもと、不正行為を
防止するための対策を講じるとともに、
研究倫理教育を行うこととしています。 
 
 
 
 
２．公的研究費の不正使用防止への取組 

お茶の水女子大学では、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基
準）」（平成 19 年 2 月 15 日文部科学大臣決定）を踏まえ、本学における公的研究費の管理・運営の
さらなる適正化のため、責任体系の明確化、研究費の適正な予算管理の徹底及び相談・通報窓口の
設置などを行っております。 
 

公的研究費の不正使用防止規程において、公的研
究費等の運営・管理について、学長を最高管理責任
者、研究を担当する副学長を研究費コンプライアン
ス統括管理責任者、各部局の長を研究費コンプライ
アンス推進責任者とした責任体制のもと、不正使用
等を防止し、適切な運営・管理を行うこととしてい
ます。 
 

研究不正行為防止ハンドブック（研究費不正を含
む）を作成して Web ページに公開しています。

https://www.ocha.ac.jp/researchs/002/prevention_handbook.html 

不正防止 
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事業概要について 

 

国立大学法人は、中期目標・中期計画に基づき毎事業年度「年次計画」を策定

します。また、その定めた項目ごとに実績を明らかにし、本学 Web ページにて

公表しています。ただし、その報告書は数百ページに及ぶため、決して読みやす

いものとは言えません。 

そこで、本学が 2023 年度に行った事業の概要を簡単に写真やグラフなど多用

して、わかりやすくまとめたものがこのレポートです。 

なお、詳細な「業務の実績に関する報告書」は、以下の Web ページをご覧くだ

さい。 

○第 4 期中期目標期間に係る業務の実績に関する報告書（令和６年６月） 

https://www.ocha.ac.jp/introduction/hyouka/info/hyouka03_d/fil/R5_jisseki.pdf 





Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅰ.
4

10



25
K1 K25

25
54 ※

54
1-1 25-1

S1-1 S25-1

54

16
M1 M16

16
1

※ 76 31

54

10ⅲ

40ⅱ

4ⅰ

※

※



SDGs
R4.9

4

9






26










3






2






14










「好循環システム」
の構築

R5.11 R6.2

SDGs

SDGs

OCHA-SDGs

web Web note

(R5.2) (R5.3)



1-1 1-2

2-1



3-1 3-5
SDGs

5-1 5-3 6-1 7-1 8-1



Ⅱ.
4 54 S1-1~S25-1

76 31
76

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ



(8) S1-2(7) S1-2(6) S1-2(5) S1-2

//

(4) S1-1(3) S1-1(2) S1-1(1) S1-1

///



(16) S3-4(15) S3-4(14) S3-4(13) S3-4

(12) S3-3(11) S3-3(10) S3-1(9) S2-1

/

THE

SDG5

SDGs
SDGs



(24) S6-1(23) S5-3(22) S5-3(21) S5-2

R7//

-

(20) S5-2(19) S4-1(18) S3-5(17) S3-5

////

DL



(32) S10-2(31) S10-1(30) S9-1(29) S9-1

//

3.16

(28) S8-2(27) S8-1(26) S8-1(25) S7-1

///

4,239

( )
( )

AI



(40) S13-2(39) S13-1(38) S12-2(37) S12-1

///

(36) S12-1(35) S11-2(34) S10-2(33) S10-2

////

AI

(PBTSⅠ Ⅱ)



(48) S15-4(47) S15-3(46) S15-2(45) S15-1

///

(44) S14-1(43) S13-2(42) S13-2(41) S13-2

////



(56) S18-1(55) S18-1(54) S17-1(53) S17-1

///

(52) S16-4(51) S16-3(50) S16-2(49) S16-1

//



(64) S19-2(63) S19-2(62) S19-2(61) S19-2

////

(60) S19-1(59) S19-1(58) S18-3(57) S18-2

/

34

( )

FD

FD



(72) S23-2(71) S23-1(70) S22-1(69) S21-1

//

(68) S21-1(67) S20-2(66) S20-1(65) S20-1

///

( )

CO2 1)
2)
3)



(76) S25-2(75) S25-1(74) S24-4(73) S24-4

///





THE



Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅲ.

ⅰ ⅲ

ⅲ

ⅱ

ⅰ





 44.7
 17.4

R5

 -
JST

32 1,428
800

96 70





※

ⅲ

 HP

35


44.7 35

50 35



50
52

ⅲ

9

2020
30

5 (R2.12.25)

50.0
R4 50.0

5-2

21-1

※

44.7
R4 44.7



5.9 6.2 6.9
5.7

7 8

19.5※

12.6
10.9

13.9

10.3 9.3

21.3※

0

5

10

15

20

25

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5



12 150
17.4

/ 12.5

23-1

22-1 22-2

 2021 1 Ⅱ

12
CO2 66.5

HP

2021

1 Ⅱ CO2 66.5

ⅱ
2021

ⅲ
12.5 17.4

H22-R5

150

※H28 1 10
※R4

17.4









R5

 IR



4,358 3,360

ⅱ

7-1

9-1

AI 10-2

 Society 5.0

21



2.5 83
33 7.4 37

5

ⅱ

3.16 120
38

AI


AI
176 130

26
50



DX

100
35

ⅱ

UTokyo Day 2023

 ZMP

ZMP ZMP World 
2023



11-1

13-1

17-1

 3
275 R4 355 125 R4 121 68 R4 80 193 R4 201

81 
57 47 52 59 64 

198 192 177 

222 216 
188 201 193

0

50

100

150

200

250

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

AO H22-R5

ⅱ

IR



200

ⅱ

 R5.9 R5.11



R5.6 R6.2



ⅱ

2

TA

Zoom











R5



230

Intersectional Design Cards



SIP

D&I

ⅱ

1-1

1-2



 IGL
IGS 11 5

16 10
12 8

29 10

 IGS/IGL
144

ⅲ

IGS IGL



 R5.7
16 37 20 11 68



2-1

14-1

15-1





14 10



40 1.3 30 6,000

ⅱ



242
194 336

120


75 30
93 50

ⅲ



94
92



 EDI EDI

EDI- -

H22-R5

ⅱ

 Joseph E.Aoun
Paula A.Johnson



47 50 54 59 64 69 71 75 80 80 82 89 90

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

94



 10
CACICA



R5

5-1 6-1

10
 OECD

OECD Education 2030

10

CACICA


CACICA



12

ⅱ

5-1 6-1



19-1



83 52
3,034 1,500


ⅲ

R

697 3,034
PV

47,355
DL

11,906

 CACICA



19-2

 101
100 58 35 FD

FD
84.1 80

ⅱ

24-1 24-2





27



ⅱ

24-1 24-2

R4.12.14





11-2

ⅱ
83.3 81.4
68 60





R5

OCHADAI OPEN CAMPUS 2023
 OCHADAI OPEN CAMPUS 2023

R5.7.15 17
6,291 3,549 2,742

1,511 83.3
81.4

 68 60

OCHADAI OPEN CAMPUS 2023 R5.7.15 17






6,291 R4 2.1



150 24-3

 150

11 150 150

 https://www.instagram.com/ochadai_news/

 12

https://www.ocha.ac.jp/news/industry_cooperation.html

25-2





ⅱ

ⅱ

150

150



SDG5 201 300 1
R9 SDG5 100

THE 3-1

 SDGs
SDGs

R5

 THE 2023
SDG5

201 300

600
100 THE

2024 17

SDG3,4,5,6,7,8,11,12,17

ⅲ
THE

SDG5
R9

100

SDGs 3-2 3-3

SDGs
 SDGs

SDGs

SDGs
 SDGs

SDGs


350
200 OCHA-

SDGs R5.11 R6.2
OCHA-SDGs SDGs

ⅱ

 HP



THE 2023

& web



3-4

3-5



SDG14



11 123 6 80
21 32 14 20

13
306 10 250

248 20,721 100
10,000

 PROJECT

ⅱ





10 27 10



1 Vol. 11 (Oct.
2023) 78-80.



R5.9.8

ⅱ



 IT



R5

25-1

 10

18

10-1

RPA

ⅲ

• Amazon
10

•

9,400 ⇒ 5,800

•

•

•

1,168

• RPA Microsoft
Power Automate Desktop

•

RPA 148

10

 R5.4.25

※ ⅰ ⅲ

Robotic

Process

Automation





AI

 AI

50
26

※ S10-2 4 9 300

※ 10-2
ⅱ

10-2



24


web



24 5
21.2

※ S15-2
24

15-2



TOEFL

14.9



20
14.9

※ S15-3
4 9

20

15-3



12


R4 R8



12

11.8
※ S16-2

4 9 14

16-2



※ S18-3
10

18-3



 

- 40 - 

 

 

 

 

 

 

 

決算概要について 
 

 

 

２０２３年度決算の概要について、損益計算書・貸借対照表のポイントを説明

しています。 

なお、詳細な財務諸表（貸借対照表、損益計算書、純資産変動計算書、キャッ

シュ・フロー計算書、利益の処分に関する書類、決算報告書）は、本学 Web ペ

ージをご参照ください。 

 

 

〇貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、純資産変動計算書、利益の処分に関する書類 

https://www.ocha.ac.jp/introduction/publication/list_d/fil/R5_zaimu.pdf 

 

〇決算報告書 

 https://www.ocha.ac.jp/introduction/publication/list_d/fil/R5_kessan.pdf 
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財務諸表等の概要 

１．貸借対照表の概要 

 
  

＜資産の部＞ 令和4年度 令和5年度 増減 ＜負債の部＞ 令和4年度 令和5年度 増減

固定資産 92,817 92,452 △ 364 固定負債 5,984 5,797 △ 187

有形固定資産 92,320 91,943 △ 376 ⾧期繰延補助金等 406 477 71

土地 73,492 73,492 -            ⾧期前受金 984 971 △ 13

建物 13,894 13,552 △ 342 ⾧期リース債務 278 163 △ 114

構築物 642 609 △ 33 ⾧期未払金 4,313 4,182 △ 130

工具器具備品 1,142 1,091 △ 51 その他 1 1 0

図書 2,932 2,939 7 流動負債 3,209 3,633 424

美術品・収蔵品 213 213 -            運営費交付金債務 4            64 59

その他 1 45 43 寄附金債務 1,448 1,764 316

無形固定資産 95 108 12 前受金等 340 292 △ 47

投資その他の資産 401 400 0 未払金 868 1,012 143

その他 548 499 △ 48

負債合計 9,194 9,431 237

流動資産 4,070 4,592 522 ＜純資産の部＞ 令和4年度 令和5年度 増減

現金及び預金 3,898 4,298 399 資本金 80,771 80,771 - 

未収入金 103 234 131 資本剰余金 1,111 1,018 △ 93

その他 67 59 △ 8 利益剰余金 235 5,676 5,441

目的積立金 145 935 790

積立金 90 4,741 4,651

当期未処分利益 5,574 148 △ 5,426

資産合計 96,887 97,045 158 純資産合計 87,693 87,614 △ 78

（単位：百万円）

※百万円未満については切り捨ててありますので、計は一致しない場合があります。
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資産の部
（１）固定資産：前期比3億64百万円減の924億52百万円。
　　・取得、除売却等による増減額の主な要因は以下のとおり。
　　　増加要因　①文教育学部1号館改修3億11百万円。
　　　　　　　　②設備整備費補助金1億80百万円。
　　　減少要因　①減価償却費等11億22百万円。

（２）流動資産：前期比5億22百万円増の45億92百万円。
　　・「現金及び預金」が寄附金等が増加したことにより、3億99百万円増。
　　・入学金徴収方法の変更により、未収入金が1億31百万円増。

（３）資産の部合計：前期比1億58百万円増の970億45百万円。

負債の部
（１）固定負債：前期比1億87百万円減の57億97百万円。
　　・「長期リース債務」が新規契約がなかったことにより、1億14百万円減。
　　・「長期未払金」が音羽寮工事費の返済が進んだことにより、1億30百万円減。

（２）流動負債：前期比4億24百万円増の36億33百万円。
　　・「運営費交付金債務」は繰越金が増加したことにより、59百万円増。
　　・「寄附金債務」は受入額が増加したことなどにより3億16百万円増。
　　・「未払金」は建物等の固定資産の支払いが増加したため、1億43百万円増。

（３）負債の部合計：前期比2億37百万円増の94億31百万円。

純資産の部
（１）資本金：前期と同額の807億71百万円。
　　資本剰余金：前期比93百万円減の10億18百万円で、主な要因は以下のとおり。
　　　①施設費及び目的積立金による固定資産の取得で、4億08百万円増。
　　　②減価償却相当累計額で4億92百万円減。除却等により17百万円の減。
　　利益剰余金：前期比54億41百万円増の56億76百万円で、主な要因は以下のとおり。
　　　①令和4年事業年度における剰余金承認で目的積立金が7億90百万円増。
　　　②会計基準改訂により積立金が46億51百万円増。
　
（２）当期未処分利益1億48百万円。
　　・損益計算書の当期総利益と同額。
（３）純資産の部合計：前期比78百万円減の876億14百万円。
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２．損益計算書の概要 

 

  

＜経常費用＞ 令和4年度 令和5年度 増減 ＜経常収益＞ 令和4年度 令和5年度 増減

業務費 7,986 7,659 △ 327 運営費交付金収益 4,545 4,506 △ 38

 教育経費 1,834 1,572 △ 261 学生納付金収益 1,758 1,789 30
 研究経費 574 518 △ 55 授業料収益 1,465 1,484 19
 教育研究支援経費 299 272 △ 26 入学料収益 232 240 7
 受託研究費等 535 506 △ 28 検定料収益 61 64 3
人件費 4,743 4,788 45 受託研究等収益 539 530 △ 9

一般管理費 275 243 △ 32 寄附金収益 336 341 4

財務費用 46 46 0 補助金等収益 558 339 △ 218

雑損 0 0 0 その他の収益 409 531 121

経常費用合計 8,309 7,949 △ 360 経常収益合計 8,148 8,038 △ 109

(経常費用の内減価償却費) (635) (655)

＜臨時損失＞ 令和4年度 令和5年度 増減 ＜臨時利益＞ 令和4年度 令和5年度 増減

固定資産除却損 24 23 △ 1 運営費交付金収益 -            -            -            
資産見返戻入 5,383 -            △ 5,383
固定資産売却益 251        -            △ 251

臨時損失合計 0 0 △ 1 臨時利益合計 5,635             - △ 5,635

＜目的積立金取崩額＞ 令和4年度 令和5年度 増減 ＜当期総利益＞ 令和4年度 令和5年度 増減

目的積立金取崩額 125 83 △ 42

目的積立金取崩額合計 125 83 △ 42 当期総利益 5,574 148 △ 5,426

（単位：百万円）

※百万円未満については切り捨ててありますので、計は一致しない場合があります。
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経常費用
（１）業務費：前期比3億27百万円減の76億59百万円。
　　・「教育経費」は、大型補助金事業（デジタル活用高度専門人材・内閣府イノベーション）が
　　　終了したことに伴い、2億61百万円減の15億72百万円。
　　・「研究経費」は、上記と同様の理由により、55百万円減の5億18百万円。
　　・「教育研究支援経費」は、学内ネットワーク整備等の一時的な支出がなくなったことにより、
　　　26百万円減の2億72百万円。
　　・「受託研究費等」は、繰越額増加に伴う支出減により28百万円減の5億06百万円。
　　・「人件費」は、人事院勧告等の影響により45百万円増の47億88百万円。

（２）一般管理費：前期比32百万円減の2億43百万円。
　　・土地売却手数料等の一時的な支出がなくなったことにより減少している。

（３）財務費用：前期と同額の46百万円。
　　・すべて音羽寮建設費の支払利息である。

（４）経常費用合計：前期比3億60百万円減の79億49百万円。

経常収益
（１）運営費交付金収益：繰越額増加に伴い、38百万円減の45億06百万円。

（２）学生納付金収益：入学者数の増加等により、30百万円増の17億89百万円。

（３）受託研究等収益：繰越額増加に伴い、9百万円減の5億30百万円。

（４）寄附金収益：受入額増加に伴い、4百万増の3億41百万円。

（５）補助金等収益：2億18百万円減の3億39百万円。
　　・施設費関連は21百万円減の27百万円。・補助金関連は1億96百万円減の3億12百万円。

（６）その他の収益：国際学生宿舎跡地の定期借地権収入により1億円21百万円増の5億31百万円。

（７）経常収益合計：前期比1億9百万円減の80億38百万円。

臨時損失
　　・文教育学部1号館改修に伴う除却により23百万円。

臨時利益
　　・当該年度はなし。

目的積立金取崩
　　・目的積立金取崩額：83百万円は、文部科学省承認事業の諸経費に充てた。

当期総利益：1億48百万円
　当期総利益＝当期未処分利益1億48百万円については、現預金の裏付けのある11百万円を
次期事業年度以降に繰り越して使用できる「教育研究環境整備積立金」として、
残りの1億36百万円を「積立金」として文部科学省に申請し、承認された。
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３．セグメント情報 

 

 

  

（単位：百万円）

業務費用

業務費 1,169 1,147 713 124 1,405 4,558 3,102 7,660

教育経費 168 98 85 58 208 616 956 1,573

研究経費 45 96 38 5 3 187 331 519

教育研究支援経費 - 0 - 1 0 1 272 273

受託研究費 1 145 15 - - 160 40 201

共同研究費 - 20 23 - - 43 29 72

受託事業費等 1 19 1 - 210 231 3 234

人件費 954 770 551 59 984 3,318 1,470 4,789

役員人件費 - - - - - - 99 99

教員人件費 954 770 551 59 903 3,237 456 3,693

職員人件費 - 0 - - 81 81 915 996

一般管理費 1 - 1 0 0 2 242 244

財務費用 0 - 0 - - 0 46 46

雑損 - - - - - - 0 0

小計 1,169 1,147 714 124 1,405 4,560 3,390 7,949

業務収益

運営費交付金収益 774 674 477 34 870 2,828 1,678 4,506

学生納付金収益 577 344 336 440 75 1,772 18 1,789

受託研究収益 1 145 15 - - 160 56 216

共同研究収益 - 20 23 - - 43 33 76

受託事業等収益 1 19 1 - 210 231 7 238

補助金等収益 - - - - 5 5 307 312

寄附金収益 4 39 10 1 69 124 218 342

施設費収益 21 - - - 6 27 0 27

財務収益 - - - - - - 3 3

雑益 - - - - 7 7 522 529

小計 1,378 1,240 862 475 1,242 5,197 2,842 8,038

業務損益 209 93 148 351 △ 163 637 △ 548 89

土地 6,476 11,149 9,125 2,058 15,091 43,899 29,594 73,492

建物 1,194 2,056 1,683 380 2,783 8,095 5,457 13,552

構築物 54 93 76 17 125 364 246 610

その他の固定資産 979 545 511 55 36 2,127 2,671 4,798

流動資産 - - - - - - 4,593 4,593

帰属資産 8,703 13,842 11,394 2,511 18,035 54,485 42,561 97,046

減価償却費 41 126 99 33 88 387 268 655

減価償却相当額 38 93 55 13 91 291 202 492

減損損失相当額 - - - - - - 0 0

除売却差額相当額 - - - - - - 10 10

引当外賞与増加見積額 △ 4 △ 3 △ 0 0 1 △ 6 8 2

引当外退職給付増加見積額 △ 54 △ 26 1 0 27 △ 53 93 40

前中期目標期間繰越積立金取崩額 - - - - - - 11 11

目的積立金取崩額 - - - - - - 72 72

小計 法人共通 合計区分 文教育学部 理学部 生活科学部
大学院人間文化
創成科学研究科

附属学校
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《参考１ 国立大学法人の会計処理の特徴》 

 
国立大学法人の会計の取扱いは、基本的に独立行政法人と共通しております。以下、企業会計と比較して

特徴的な会計の取扱いについて説明します。 
なお、（※）は国立大学法人に特有の会計処理であることを意味します。 

 
①運営費交付金 

国より運営費交付金を受領したときは、運営費交付金債務として負債計上し、行うべき業務を実施する
と、その相当額を収益化の基準に従って収益化する仕組みとされており、国立大学法人においては、原則
として期間進行基準によることとされています。その他、収益化の基準としては業務達成基準、費用進行
基準があります。 

また、運営費交付金により固定資産を取得する場合、研究機器等の償却資産の場合は運営費交付金収益
に、美術品などの非償却資産の場合は資本剰余金に振り替えます。減価償却を取得した年度は取得原価全
額分の運営費交付金が計上されますが、それ以降の年度では減価償却費のみが計上されるため、中⾧期的
には損益が均衡します。 

 
 

②授業料（※） 
当該年度に係る授業料を学生より受領したときは、授業料債務として負債計上し、教育を実施し、又

は、固定資産を取得する都度、運営費交付金債務と同様の会計処理を行う仕組みとなっています。 
 
③寄附金 

使途が特定された寄附金を寄附者から受領したときは、寄附金債務として負債計上し、使途に即して費
用が発生する都度、その同額を収益化させることにより損益を均衡させる仕組みとなっています。固定資
産を取得する場合は、運営費交付金と同様の会計処理を行います。 

 
④施設費 

国より施設費を受領したときは、預り施設費として負債計上し、建物等の対象資産の取得時に、資本剰
余金へ振り替える仕組みとなっています。当該資産が教育研究に用いられる場合、使用に伴う収益の獲得
が予定されないため、「減価償却処理の特例」（下述）による会計処理を行います。 

 
⑤減価償却処理の特例 

教育研究に用いるため、減価に対応すべき収益の獲得が予定されない償却資産として特定されたもの
（例：講堂、研究棟及びそれらに附帯する構築物等）は、当該資産の現在価額を適正に表示するため減価
償却処理を行いますが、減価償却費について通常の損益処理ではなく、減価償却相当額を資本剰余金から
減価償却相当累計額として減額する方法により会計処理を行います。 

国立大学法人の損益計算書は、基本的に当該法人の運営状況を反映することを目的としていますが、こ
うした資産における減価償却相当額は、各期間に対応すべき収益の獲得が予定されず、資産の取替え更新
の財源は国が施設費として措置する仕組みとされていることから、国立大学法人の運営責任の範井である
と考え、減価償却相当額を実質的な資本の減少ととらえる考え方によります。 

 
⑥退職給付引当金（※） 

運営費交付金により、退職一時金の支払に充てる財源措置がなされることが明らかであれば、引当金
の計上は不要とする仕組みです。国から国立大学法人へ承継された教職員についての退職給付引当金の
計上は不要となります。なお、この取扱いにより退職給付引当金を計上しない場合、その額は、資本剰
余金を減額したコスト等に関する注記おける引当外退職給付増加相当額として表示しています。 

 
 
⑦賞与（※） 

賞与に充てるべき財源措置が翌期以降の運営費交付金により行われることが中期計画等で明らかとさ
れている場合は、賞与引当金を計上しません。この取扱いにより引当外とした賞与の見積額を貸借対照
表に注記するとともに、賞与引当相当額を資本剰余金を減額したコスト等に関する注記に表示していま
す。 
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⑧利益処分 

損益計算上の利益（剰余金）が発生した場合は、前年度からの欠損を補てんし、残額があれば、原則
積立金として赤字の補てんにのみ使用可能となりますが、文部科学大臣の承認を受けることで、中期計
画に定める剰余金の使途の範囲内において、国立大学法人の裁量により、例えば教育研究の質の向上な
どに充てることが可能となります。 

目的積立金を使用して費用が発生した場合には、その同額を取り崩し、損益計算書に目的積立金取崩
額として振り替え、目的積立金で固定資産を取得した場合には、資本剰余金に振り替えます。 

 
⑨図書（※） 
  通常の償却資産については、独立行政法人同様、簿価 50 万円以上のものが資産計上の対象ですが、教

育研究のために使用する図書は、金額の如何（いかん）にかかわらず資産計上し、使用中は減価償却処
理を行わず、除却時に全額を費用処理することになります。 

 
⑩美術品・収蔵品 
  美術品・収蔵品は、原則は取得原価により資産計上するが、不明なものは備忘価額（＝１円）となり

ます。 
 
⑪セグメント区分（※） 
  国立大学法人においては、各法人間における比較可能性の確保の観点から、「一定のセグメント情報」

については共通に開示する必要があるものとされており、学内の資源配分（予算・人員配置・資産等）
の可視化を促進する観点から、少なくとも下記を有する全ての国立大学法人において、「一定のセグメン
ト情報」として共通に開示する取り扱いとなっております。 

  〇学部・研究科 
  〇附属病院 
  〇共同利用・共同研究拠点 
  〇附属学校 
  〇産業競争力強化法第 21 条の規定に基づき国立大学法人等が行う出資事業等 
  上記以外は、マネジメント単位など、各法人の状況に応じたセグメント情報の開示をすることになっ

ております。 
 
出典：文部科学省作成｢国立大学法人等の令和 4 事業年度決算について｣別紙資料集より抜粋
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《参考２ 財務指標》 

 

 財務指標を比べることで、本学の特性が見えてきます。文部科学省が公表している国立

大学法人の一般的な指標をご紹介します。 

 

１．人件費比率(人件費÷業務費用)
区分 2022年度 2023年度 前年度比
本学 59.4% 62.5% 3.1%

Hグループ平均 67.0% 67.8% 0.8%
全国平均 47.2% 46.6% ▲0.6%

２．一般管理費比率(一般管理費÷業務費用)
区分 2022年度 2023年度 前年度比
本学 3.5% 3.2% ▲0.3%

Hグループ平均 5.0% 5.2% 0.2%
全国平均 3.0% 2.9% ▲0.1%

３．外部資金比率((受託研究収益+受託事業収益+寄附金収益)÷経常収益)
区分 2022年度 2023年度 前年度比
本学 10.8% 10.8% 0.1%

Hグループ平均 10.3% 10.3% 0.1%
全国平均 13.8% 13.9% 0.1%

４．研究経費比率(研究経費÷業務費用)
区分 2022年度 2023年度 前年度比
本学 7.2% 6.8% ▲0.4%

Hグループ平均 7.3% 7.8% 0.5%
全国平均 8.1% 8.1% 0.0%

比率は大学の特性を表します。

５．教育経費比率(教育経費÷業務費用)
区分 2022年度 2023年度 前年度比
本学 23.0% 20.5% ▲2.4%

Hグループ平均 14.3% 13.2% ▲1.1%
全国平均 5.5% 5.4% ▲0.1%

（注２） ％は小数点第2位四捨五入となっているため、前年度比の増減が一致していない

    箇所があります。

低い比率が良いとされます。各大学の特性による差は大きくなります。本学は高めとなっ

ています。

低い比率が良いとされます。

高い比率が良いとされます。外部資金の獲得力を示していますが、寄附金の収益化の方法

が特殊なため純粋に資金獲得率を示していません。

比率は大学の特性を表します。本学は研究費に比べ教育に優先して経費を充てています。

（注１） Hグループとは文部科学省の大学の属性を表す分類で、岩手大学、茨城大学、

    宇都宮大学、埼玉大学、お茶の水女子大学、横浜国立大学、静岡大学、

    和歌山大学、北海道国立大学機構、奈良国立大学機構の10機関を示します。
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財務レポートについて 

 

国立大学法人お茶の水女子大学（以下「本学」といいます。）には、多くの

税金が投入されています。また、学生からの学生納付金によっても、本学の

運営が行われています。従いまして、本学が作成する財務レポートは、その

利用者である国民や学生、その他の利害関係に対して利用目的に適合した情

報を提供するものでなければなりません。しかしながら、本学が準拠してい

る国立大学法人会計基準は、一般の企業会計原則と近い考え方を採用してい

るとは言え、企業会計原則にはない特有な会計処理も存在するため、貸借対

照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、純資産変動計算書など（以

下「財務諸表等」といいます。）を単に眺めても、得られる情報は限られると

いうことも事実です。このレポートは、国立大学法人会計基準の詳しい説明

は省き、財務諸表等では読み取れない点（例えば、各収入については特徴や

状況、支出については目的別、財源別の使途など）を中心に、過去５年間の

データで簡潔にご説明しております。 
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１．収入の概要 

 本学の運営を支える財源は、国からの運営費交付金と学生（附属学校の生徒・児童・園児を含む）からの

学生納付金を、主な財源としています。そのほかに、自己収入や、補助金など様々な収入源があります。こ

こでは、収入にスポットを当てて、本学における収入の概要をご説明します。 

 

ⅰ．運営費交付金、学生納付金、その他収入 

① 運営費交付金 

本学の基盤を支える収入です。2023 年度交付額は 4,566 百万円でした。収入全体に占める割合は毎年

度 50％以上となります。2022 年度に比べ、全体額は微増となっておりますが、これは、退職手当等、一

時的な要因に対して配分される運営費交付金（特殊要因経費）の影響によるものであり、基幹的な運営費

交付金（基幹運営費交付金）については年々減少しております。 

 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

第４期中期目標期間である 2022 年度よりこれまでの「機能強化経費」は制度変更により、各国立大学が

担う特有のミッション実現に必要な経費（「ミッション実現加速化経費」）として配分がされるようになりま

した。これにより国立大学は５つのグループに分けられ、それぞれのグループ内の競争を中心として、成果

が求められることになりました。本学は「主として、専門分野の特性に配慮しつつ、強み・ 特色のある分野 

で地域というより世界･全国的な教育研究を推進する取組を中核とする国立大学」として位置づけられたグル

ープに属しております。 

  

運営費交付金の区分 使用目的 

基幹運営費交付金 
教員数や学生定員数により算定され国から措置されます。大学の運営のための
基本的な経費であるため、支出目的は決められていません。 

ミッション実現加速化経費 
（旧「機能強化経費」） 

大学のビジョン・戦略、政策課題を実施するためにのみ使用できる経費です。 

特殊要因経費 退職手当等、支出目的が決められているため他の事業には使用できません。 

4,680 4,858 4,568 4,549 4,566合計

4,111 4,005 4,039 3,999 3,973

262 219 256 173 205
307 633 272 378 388

2 0 1 9年度 2 0 2 0年度 2 0 2 1年度 2 0 2 2年度 2 0 2 3年度

運 営費交 付金 (単 位 ： 百 万 円 )

基幹運営費交付金 ミッション実現加速化経費 特殊要因経費
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② 学生納付金 

授業料、入学料、検定料を合わせて学生納付金収入といいます。2023 年度収入額は 1,789 百万円でし

た。収入全体に占める割合は毎年度 20～23％程度となります。2019 年度からは大きな変化はなく、ほぼ

横ばいとなっております。 

また、学部学生の定員超過抑制も行われていることから、授業料等の値上げがない限り、この先数年は

1,750～1,850 百万円の水準で推移すると思われます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ その他収入 

その他収入とは、学生納付金以外の自己収入を言います。2023 年度は 531 百万円の収入がありました。

収入全体に占める割合は大幅に増加しております。これは 2022 年４月に学生寮（音羽館）が開寮し、その

際、寮費の見直しを行ったことが主な要因です。また、2023 年 2 月より東京都板橋区にある旧学生寮（国

際学生宿舎）跡地を民間企業と約 70 年の定期借地権貸付契約を交わしており、年間約 1 億２千万円の収入

となっております。その他主なものとして研究関連収入が 68 百万円あります。 

その他収入は、運営費交付金や学生納付金に比べ金額的には少額となりますが、土地活用などの資産運

用と共に、今後は増加傾向になることが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,805 1,777 1,769 1,753 1,789

1,518 1,489 1,487 1,465 1,484

224 227 222 230 240

63 62 60 58 65

2 0 1 9年度 2 0 2 0年度 2 0 2 1年度 2 0 2 2年度 2 0 2 3年度

学 生納 付 金 (単 位 ： 百 万円 )

授業料 入学料 検定料

合計
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ⅱ．外部資金・補助金等 

① 寄附金 

2023 年度寄附金受入れ金額は 591 百万円でした。現在、お茶の水女子大学では 2025 年 11 月に創立

150 周年を迎えることから「創立 150 周年記念募金」を強力に推進しており、寄附の趣旨に賛同された個

人からの大口の寄附や、大学同窓会、附属学校同窓会の協力の下、大学・大学院の卒業生に加えて、各附

属学校卒業生からも多くの募金が寄せられております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   また、募金活動以外の寄附についても積極的に活動した結果、寄附金残高は増加傾向にあり、2023 年

度末時点では 17 億円を超えております。また、ご遺贈による高額寄附も増加しており、寄附金残高が増

加している要因となっております。 
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② 受託研究・共同研究・受託事業 

2023 年度は 3 つの収入額合計は 613 百万円でした。受託研究・共同研究・受託事業ともに前年度より

増加しており、企業との産学連携、地方自治体との地域連携が年々拡大していることが伺えます。 

 

   
 

③ 施設整備費補助金 

2023 年度交付額は 685 百万円で、文教育学部部 1 号館の改修（第Ⅱ期）と附属小学校の給排水設備整備

に支出しました。施設整備費補助金とは、主に建物などの整備事業のため国から交付される補助金のこと

で、2024 年度以降も交付されることになっております。 

その他、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構から毎年度、一定額の営繕事業費としても交付され

ます。 

 

 

356 435 441 572 613

77
186

138

276 303
65

40
80

63
67

214

209 223

233
243

2 0 1 9年度 2 0 2 0年度 2 0 2 1年度 2 0 2 2年度 2 0 2 3年度

（ 単 位 ： 百万 円）

受託研究 共同研究 受託事業

合合計
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④ 補助金 

2023 年度交付額は 323 百万円でした。補助金は主に国から交付されます。国際化拠点整備事業費補助

金、国立大学法人設備整備費補助金、科学技術人材育成費補助金、授業料等減免費交付金等など様々な補

助金を獲得しました。 

 

 

⑤ 科研費（直接経費） 

2023 年度獲得額は 259 百万円でした。科研費（直接経費）は研究者個人に交付されるため、 直接本学

の収支に影響しませんが、大学の研究力を示す一つの指標となります。2020 年度まで、獲得金額は 2 億

円前後でしたが、多様な制度・方策により研究者支援を推進した結果、2021 年度以降は、2 億 5 千万円

前後で推移しております。なお、科研費（間接経費）は、その他収入（研究関連収入）に計上されます。 
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ⅲ．収入のまとめ 

2023 年度は、全体として 9,098 百万円の収入となりました。また、財源ごとの当該事業年度に占める割

合を以下に示しています。 

 
※科研費（直接経費）は預り金として処理しているので、上記収入から除いております。 
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２．支出の概要 
財務諸表等（貸借対照表、損益計算書）からでは、資産の取得や経費について、どの財源を基に支出された

のかは見えてきません。このセクションでは、財源にスポットを当てて、各支出についてご説明いたします。 
 

ⅰ．財産の取得（貸借対照表関係） 

① 建物・構築物 

2023 年度の建物・構築物取得額は 464 百万円、当期減価償却費は 807 百万円となりました。その結果、

2023 年度の建物・構築物の期末残高は 14,162 百万円となり、前期と比べ 376 百万円減少となりました。  

2021 年度の取得額が突出しておりますが、これは新しい学生寮である音羽館を建設（4,879 百万円）した

ことが大きく影響しております。 

合計 703 904 5,772 636 464

2019～2023年度おける支出内訳（資産購入）

492

827

660

497

360

46

26

15

2

2

16

0

0

51

44

133

35

50

13

54

16

16

1
5,047

73

1

0

400

800

1,200

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

建物・構築物の取得財源 （単位:百万円）

その他収入

運営費交付金

学生納付金

目的積立金

寄附金

受託研究等

施設費等

6,000
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② 工具器具備品 

2023 年度の工具器具備品取得額は 265 百万円、除却額は 50 百万円、当期減価償却費は 315 百万円となり

ました。その結果、2023 年度の工具器具備品の期末残高は 1,091 百万円となり、前期と比べ 51 百万円減額

となりました。2022 年度の取得額が突出しておりますが、これは情報基盤センターのシステムを入れ替え

たことによるものです。 

なお、リースによる取得額は、取得した年度にリース期間における総額を計上しています。実際の現金の

支出は、1 年分のリース金額となります。 

 

 

合計 80 360 364 700 265

0
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334

7

21

21

26

190

198

239

216

177

51
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1
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2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

工具器具備品の取得財源 （単位:百万円）

運営費交付金

学生納付金

目的積立金

寄附金

補助金等

受託等

リース
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③ 図書 
2023 年度の図書取得額は 24 百万円でした。一般の企業会計では図書は費用として処理されますが、国立

大学では資産として扱われております。取得財源は主に学生納付金、寄附金となっており、近年の取得額は
2 千～3 千万円で推移しております。 

 
  

合計 30 22 31 26 24

11

6

9 10
8

19

16

22

17

16

0

0

0

0

0

0

10

20

30

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

図書の取得財源 （単位:百万円）

運営費交付金 学生納付金 寄附金
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ⅱ．経常費用（損益計算書関係） 
① 教育経費 

  2023 年度の教育経費は、1,572 百万円でした。この経費は、主に学生（附属学校の生徒・児童・園児含む）

に直接的・間接的に使用されます。この中には、授業料免除や奨学金の奨学費も含まれます。補助金、減価

償却費を除く教育経費は、11～13 億円を 2019 年度から安定的にキープしています。これは、本学の財政が

厳しいなかでも、教育に重点を置いているためです。なお、2022 年度からは学内に新しく建設した学生寮

（音羽館）の運営費に伴う費用が生じたことから、大幅に増加しております。 

 

 

  

合計 1,443 1,363 1,658 1,834 1,572

191 182 190

413 401
157 196 119

252
125198 195

201

134

10375 59
350

209

229

773 686
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0
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1,000
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2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

教育経費 （単位:百万円）

運営費交付金 学生納付金

その他・目的積立金 寄附金

補助金等 減価償却費等
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② 研究経費 

2023 年度の研究経費は、519 百万円でした。この経費は、大学として受け入れたプロジェクトや教員自

身の研究のために使用されます。2023 年度は前年度に比べ減少しておりますが、これは大型プロジェクト

の補助金が終了したためであり、この特殊的な要因を除けば、例年並みの支出であると言えます。 

 

  

合計 616 556 473 574 519
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88 88
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1
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127
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寄附金 補助金等 減価償却費等
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③ 教育研究支援経費 

2023 年度の教育研究支援経費は 273 百万円でした。この経費は、附属図書館、情報基盤センターの運営

のために使用されます。2021 年度からは、学生納付金による支出が増えています。この理由としては、ネ

ットワーク機器等の設備投資を継続して行っていることによるものです。 

なお、2022 年度においては在宅勤務システムを強化したことにより、その他・目的積立金を財源とする

支出が増えましたが、ランニングコストがあまりかからなかったため、2023 年度からは通常の財源構成に

戻っています。 

 

 

 

  

合計 204 219 234 300 273
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④ 人件費 

2023 年度の人件費は、4,789 百万円でした。毎年度概ね 50 億円前後となっていますが、2020 年度につい

ては定年退職者が例年よりも多かったため、退職手当が増加しました。財源別で見ると、2023 年度におい

ては運営費交付金による支出が約 85％となっており、次に学生納付金による支出が続きます。 

人件費削減のため、近年では大学教員の定年退職者の後任補充を他大学等で実績を積んだ教員ではなく、 

将来性豊かな若手研究者の採用を推し進めております。また、非常勤講師の削減も進めており、こうした取 

り組みの結果、退職金を除いた人件費は 2021 年度まで減少傾向にあったのですが、近年の物価高騰の影響 

による人事院勧告により給与水準を引き上げた結果、2022 年度からは上昇傾向にあります。 

なお、経常費用に対する人件費の割合は、約 60％となっています。 
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⑤ 一般管理費 

2023 年度の一般管理費は、244 百万円でした。 

一時的な要因がない年度においては 250 百万円前後で推移しています。物価高が進んでいるにも拘らず、

それほど一般管理費が上昇していない原因としては、以前より進めていたペーパレス化がコロナ禍をきっか

けにして更に進んだためです。具体的には、会議資料や会計業務における支払いの証拠書類などをほとんど

PDF 等の電子ファイルにて行うようになったことが挙げられます。 
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ⅲ．支出のまとめ 

ⅰおよびⅱについては、経費別・財源別で整理しましたが、ここでは本学の主な財源の使用状況

を、目的別に、2019 年度から 2023 年度で比べています。 

① 運営費交付金 

 

※人件費は主に、学生納付金との総額で管理しております。2023 年度は人事院勧告等の影響により、

学生納付金と共に運営費交付金の人件費も増加しました。 

経費名

人件費 92% 4,320 85% 4,159 93% 4,216 89% 4,066 91% 4,094
資産取得 1% 24 0% 22 0% 19 0% 2 0% 13
教育研究経費 2% 90 1% 67 3% 124 5% 226 4% 168
一般管理費 0% 0 0% 1 1% 27 0% 7 0% 6
退職手当 6% 268 13% 638 4% 165 5% 244 5% 226

合計 4,703 4,887 4,551 4,545 4,506

経費名

人件費

資産取得

教育研究経費

一般管理費

退職手当

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

退職する人数により支出額は増減します。

支出目的

原則、人件費に優先的に充てています。また、ミッション実現加速化経費によ

る人件費も一部含みます。

主にミッション実現加速化経費による支出です。

主にミッション実現加速化経費による支出です。

ほとんどありません。
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② 学生納付金 

 

※人件費は主に、運営費交付金との総額で管理しております。2023 年度は人事院勧告等の影響により、

運営費交付金と共に学生納付金の人件費も増加しました。 

  

経費名

人件費 11% 178 19% 275 11% 167 18% 242 22% 330

資産取得 11% 181 5% 67 7% 96 4% 50 7% 104

教育研究経費 66% 1,057 64% 950 69% 1,012 68% 927 60% 892

一般管理費 11% 183 12% 181 13% 196 10% 141 10% 154
合計 1,598 1,473 1,471 1,360 1,480

経費名

人件費

資産取得

教育研究経費

一般管理費

支出目的

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度2019年度

運営費交付金で不足している部分を充てています。

主に建物等の維持管理に充てています。

学生（生徒・児童・園児等含む）の教育のため、直接的・間接的に充てる経費

です。研究の質向上を図るため、教員の研究費にも充てています。

管理部門（事務局など）の必要な経費に充てています。
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③ その他収入 

 

経費名

人件費 8% 16 9% 17 3% 12 5% 16 6% 16

教育研究経費 74% 148 71% 127 90% 422 78% 279 78% 231

一般管理費 18% 35 20% 36 8% 35 18% 64 16% 48

合計 199 180 469 359 295

経費名

人件費

教育研究経費

一般管理費

外部機関との連携による雇用者の人件費です。

学生（生徒・児童・園児等含む）の教育のため間接的な経費（主に光熱水費）

に充てています。2021年度は学内に新しい学生寮（音羽館）を建設した結

果、多額の修繕費が発生したため、大幅な上昇となりました。

学生納付金と同様に管理部門（事務局など）の必要な経費に充てていますが、

一般管理経費は極力、この財源から充てることとしています。

支出目的
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